
2021年10月29日

「再生可能エネルギーの大量導入に向けた次世
代電力ネットワーク安定化技術開発／研究開発
項目①－１日本版コネクト＆マネージを実現する

制御システムの開発」 （中間評価）
（2019年度～2023年度 5年間）

NEDO スマートコミュニティ・エネルギーシステム部

プロジェクトの概要 （公開）

「再生可能エネルギーの大量導入に向けた次世代電力ネット
ワーク安定化技術開発／研究開発項目①－１日本版コネ

クト＆マネージを実現する制御システムの開発」
（中間評価）分科会

資料５



発表内容

Ⅲ．研究開発成果

Ⅳ．成果の実用化・事業化に
向けた取組及び見通し

Ⅱ．研究開発マネジメント

Ⅰ．事業の位置づけ・必要性 (1)事業の目的の妥当性
(2)NEDOの事業としての妥当性

(1)研究開発目標の妥当性
(2)研究開発計画の妥当性
(3)研究開発の実施体制の妥当性
(4)研究開発の進捗管理の妥当性
(5)知的財産等に関する戦略の妥当性

(1)成果の実用化・事業化に向けた戦略
(2)成果の実用化・事業化に向けた具体的取組
(3)成果の実用化・事業化の見通し
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公開

(1)研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義
(2)成果の最終目標の達成可能性
(3)成果の普及
(4)知的財産権の確保に向けた取組



１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

◆事業実施の背景と事業の目的

2

公開

出典：「長期エネルギー需給見通し」、経済産業省、2015年7月

2030年度の電力の需給構造

2018年7月に閣議決定された第５次エネルギー基本計画では、エネルギーの安定的な確保と温室
効果ガス削減に向けて、再生可能エネルギーの導入拡大は重要であり、系統制約の克服が重要。
系統制約の克服について、「再生可能エネルギーの最大限の導入と国民負担の抑制を両立するため
には、まずは既存系統を最大限に活用することが有効であることから、欧州の事例も参考にしながら、
「日本版コネクト＆マネージ」の具体化を早期に実現する。」こととされており、喫緊の課題。



⇒「日本版コネクト＆マネージ」の早期実現が重要。
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第5次エネルギー基本計画（2018年7月3日に閣議決定）
・2030年度の総発電電力量のうち再生可能エネルギーの割合は22～24％程度。
・我が国の系統は、これまで主として大規模電源と需要地を結ぶ形で形成されてきており、再生
可能エネルギー電源の立地ポテンシャルとは必ずしも一致しておらず、再生可能エネルギーの導
入拡大に伴い、系統制約が顕在化しつつある。このため、今後、再生可能エネルギーの主力電
源化を進める上で、この系統制約を解消していくことが重要となる。
・系統の空き容量を柔軟に活用する「日本版コネクト＆マネージ」を具体化し、早期に実現する。
具体的には、過去の実績をもとに、将来の電気の流れをより精緻に想定し、空き容量を算出す
る方法である想定潮流の合理化に加え、事故時の瞬時停止装置を用いた緊急時用の送電枠
の活用や、系統混雑時における制御など「一定の制約条件の下で系統への接続」といった方策、
さらには系統情報等に係る情報開示・公開の在り方等について、議論を加速化し、その結果に
基づいて必要な措置を講ずる。

公開

◆政策的位置付け
１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性
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第11回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会／電力・ガス事業分
科会 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（2018年12月）
・『日本版コネクト＆マネージ』の３つの取り組みについて対応。
・既存のシステムでも対応できる「想定潮流合理化」、「N-1電制の先行適用（身代わり電制による精算無し）」については、
全てのエリアで適用開始。

公開

◆政策的位置付け
１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

⇒ノンファーム型接続が残された課題。（2018年度末時点）



◆技術戦略上の位置付け・他事業との関係
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公開１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

■再生可能エネルギーの大量導入に向けた主な課題と対策事業の推移
再エネ導入量（万kW）

2009 ～ 2030

PV＋風力目標
7400

⑥慣性力低下時の系統安定性対策
（瞬間的な調整力対策（GF：超短周期）を含む）

③需給調整力対策（LFC：短周期）

②余剰電力（下げ代・ELD：長周期）

④配電線電圧管理

①事故時安全性・復旧対策等（FRT他）

慣性力低下対策【2019～】

出力変動事業（需給ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ機能の開発等）

出力変動事業（風力・PV出力制御手法等）

配電系統における電圧最適制御【2019～】
分散型事業（パワエレ電圧制御装置開発）

ＦＲＴ・単独運転検出装置開発事業等【太田実証】

再エネ
大量導入

課題 NEDO事業による対策

⑤既存ネットワーク設備の有効活用
（運用容量制約による空き容量の有効活用） コネクト＆マネージ【2019～】

NEDOでは、これまで再エネ比率が増えることにより現れる様々な課題について、顕在化する前
に適切に対応してきた。本事業では、既存ネットワーク設備の有効活用の対策技術を開発。



◆技術戦略上の位置付け・他事業との関係
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公開１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

NEDOでは、系統制約を克服するため、2019年度から「再生可能エネルギーの大量導入に向けた次世代電力ネットワーク
安定化技術開発」を実施。この事業では、①-1日本版コネクト＆マネージを実現する制御システムの開発以外にも、 ①-2
慣性力等の低下に対応するための基盤技術の開発、 ②-1配電系統における電圧・潮流の最適な制御方式の開発、②-
2高圧連系ＰＣＳにおける電圧フリッカ対策のための最適な単独運転検出方式の開発の３テーマを実施。なお、これら３
テーマの事業期間は３年間（2019～2021）のため、2022年度に事後評価を実施予定。

2019 2020 2021 2022 2023 2024

①－１
コネクト＆マ
ネージ

①－２
慣性力

②－１
配電制御

②－２
高圧フリッカ

システム機能
改良・装置設

計改良

常時監視システム・慣性力
把握手法・慣性力を具備する

装置の基盤技術開発

電圧制御（ローカル制
御）の開発・検証

高圧連系のフリッカ対策（PCSの
単独運転検出方式の整備）

効果検証・
データ整備

電圧制御（集中制
御）の開発・検証

事
後
評
価
②

ノンファーム
型接続FS

ノンファーム型接続システム開発
実系統

実証試験ノンファーム型接続
システム個別機能検証

事
後
評
価
①

中
間
評
価



１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性
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◆国内外の研究開発の動向と比較

公開

欧米には、コネクト＆マネージ（英国）、ノンファームアクセス（アイルランド）、プライオリティコネクション（ド
イツ・イタリア）等の既存の設備を条件付きで利用可能とするノンファーム型接続と類似の仕組みがある。こ
れらの仕組みを参考に、電圧、周波数、系統構成の異なる日本に最適なシステムを構築することが重要。

出典：第11回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会／電力・ガス事業分科会 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小
委員会 資料２



１．事業の位置付け・必要性 （2）NEDOの事業としての妥当性

◆NEDOが関与する意義

本事業の開発技術（ノンファーム型接続）は、第５次エネルギー基本計画に明記され
た「日本版コネクト＆マネージ」の一つであり、2030年での再生可能エネルギー導入率
22～24%の達成に向けて必要不可欠の基礎技術である。（社会的必要性：大）
電力制度改革及び系統増強計画等と歩調を合わせてシステム開発を行う必要があり、
民間だけの対応では、実現が難しい。
政策の策定状況等を受けて的確で柔軟な対応が必要である（開発内容の追加等）。
実施事業者のみでなく、全国の一般送配電事業者や発電事業者にも裨益する。
産学連携体制で本事業を確実に遂行するため、NEDOが課題解決に向けてプロジェクト
をマネジメントすることが必要。

ノンファーム型接続における課題は我が国共通の喫緊の課題であり、
ＮＥＤＯが関与し、解決を主導する必要性の高い事業である。
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公開



・通常は系統増強した上で、さらなる再エネが接続可能となるが、ノンファーム型接続を実現することで、
系統増強を待たずに再エネを接続可能

・エネルギーの安定的な確保と温室効果ガス削減に向けて、再生可能エネルギーの大量導入が重要
・再エネ大量導入のために、系統制約の克服が必要であり、まずは、既存系統を有効活用する「日
本版コネクト＆マネージ」の早期実現が重要

本事業終了後、日本において、速やかにノンファーム型接続制度を開始

１．事業の位置付け・必要性 （2）NEDOの事業としての妥当性
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公開

アウトカム目標アウトカム目標

エネルギー政策（再エネ大量導入）への貢献エネルギー政策（再エネ大量導入）への貢献

系統増強を待たずに再エネ接続可能系統増強を待たずに再エネ接続可能

開発事業費

約86億円
（5年間）

2030年
再エネ22～24%
2030年

再エネ22～24%

◆実施の効果（費用対効果）



発表内容

Ⅲ．研究開発成果

Ⅳ．成果の実用化・事業化に
向けた取組及び見通し

Ⅱ．研究開発マネジメント

Ⅰ．事業の位置づけ・必要性 (1)事業の目的の妥当性
(2)NEDOの事業としての妥当性

(1)研究開発目標の妥当性
(2)研究開発計画の妥当性
(3)研究開発の実施体制の妥当性
(4)研究開発の進捗管理の妥当性
(5)知的財産等に関する戦略の妥当性

(1)成果の実用化・事業化に向けた戦略
(2)成果の実用化・事業化に向けた具体的取組
(3)成果の実用化・事業化の見通し

(1)研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義
(2)成果の普及
(3)知的財産権の確保に向けた取組
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公開



２．研究開発マネジメント （２）研究開発計画の妥当性
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◆研究開発のスケジュール
• 本事業は、５年間の事業期間において、１年間(2019)のフィージビリティスタディ(FS)と４年間(2020-

2023)のシステム開発に分けて実施。
• FSは2019年で終了。
• システム開発は、FSの成果を踏まえ、具体的な計画を立てて実施。

2019 2020 2021 2022 2023

ノンファー
ム型接続
FS

ノンファーム型接続
システム開発

実系統
実証試験

ノンファーム型接続
システム個別機能検証

I.日本版コネクト＆マネージ実現に向けたフィージビリティスタディ（FS）【終了】

II.日本版コネクト&マネージを実現する制御システムの開発【実施中】



◆研究開発目標と根拠

研究開発目標 根拠

I.日本版コネクト＆マネージ
実現に向けたフィージビリ
ティスタディ（FS）

初年度目標（2019年）

・ノンファーム型接続システム実現のための要
件が定義されていること。また、2020年度以
降、速やかに発注ができるよう要求仕様がまと
められていること
・2020年度以降の具体的な実証用システム
開発規模や導入エリア、フィールド試験におけ
る実証内容、実証スケジュールがまとめられて
いること
・再エネ発電事業者が精度のよい発電予測を
可能とする汎用ソフトウェアについて調査されて
いること。また、送配電事業者の実施するサイ
トの需要予測精度向上のための手法について
調査されていること

日本において、ノンファーム型接続を早
期に適切に実現するために、2020年度
からのシステム開発を効率的に実施でき
るように、左記目標を設定した。

公開
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２．研究開発マネジメント （１）研究開発目標の妥当性



◆研究開発目標と根拠
研究開発目標 根拠

II.日本版コネクト&マ
ネージを実現する制御シ
ステムの開発（2020-
2023）

中間目標（2021年）

・ノンファーム型接続システムについて、ノンファーム適用系統の活用
可能な空き容量に対し、ノンファーム発電事業者による発電を制度
設計に基づき最大限受け入れた際にも、計画通りに出力制御を行
い、適正な運用を可能とする制御方式が確立されていること
・システム全体のコスト最小化の観点から、保守・運用者の負担が軽
減される合理的かつ効率的な仕組みがシステムの設計に織り込まれ
ていること
・フィールド実証に向けて、効果的かつ合理的な検証を行うための実
証計画が策定されていること

FSの成果であるシステム開発の計画を
踏まえて、４年間の中間年度において達
成すべき目標として設定。

II.日本版コネクト&マ
ネージを実現する制御シ
ステムの開発（2020-
2023）

最終目標（2023年）

・ノンファーム型接続システムについて、フィールド実証においてノン
ファーム適用系統の活用可能な空き容量に対し、ノンファーム発電事
業者による発電を制度設計に基づき最大限受け入れた際にも、計
画通りに出力制御（制度設計に基づき、算出した各コマ（30分毎
48コマ／日）の出力制御値を、当該コマのゲートクローズ後（実需
給断面の1時間前）に送信）を行い、混雑を発生することなく適正
な運用が可能であることが検証されていること。
・ノンファーム型接続システムについて、従来の電力需給バランス維持
のための再生可能エネルギーの出力制御システム等と協調運用が可
能であり、フィールド実証にて検証されていること
・また、システム全体のコスト最小化の観点から、システム保守業務
及び潮流計画・監視業務の煩雑化を極力回避し、保守・運用者の
負担が極力増加しないような合理的かつ効率的なシステムが開発さ
れること
・フィールド実証による検証結果をもとにノンファーム型接続システムを
実現するための基盤技術を確立し要求仕様を取り纏めること

FSの成果であるシステム開発の計画を
踏まえて、事業終了後、速やかにノン
ファーム型接続システムを社会実装するた
めに必要な項目として目標を設定。

公開
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２．研究開発マネジメント （１）研究開発目標の妥当性



年度 2019 2020 2021 2022 2023

FS 89 - - - -

システム開発
※（ ）はうち、開発促進財

源（加速予算）
- 946 3,460

（1,470） 2,940 1,000

合計 89 946 3,460 2,940 1,000

２．研究開発マネジメント （２）研究開発計画の妥当性
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◆プロジェクト費用

単位：百万円研究開発項目ごとの費用

5年間の総予算額は約86億円



◆開発促進財源投入実績

件名 年度
（年度）

金額
(百万円) 目的 成果

日本版コネク
ト&マネージを
実現する制御
システムの開
発

2020～
2021 1470

ノンファーム型接続の早期実
現を目指し、当初からシステム
開発を大幅に加速するために、
2020年度の政府予算
（10.5億円）の３倍以上の
予算(35.0億円)で2020年
度の公募を実施。

「条件付き採択（研究開発の
前倒し）」としたこともあり、公
募後に2020年度は21.3億円
を執行する契約を締結した。
しかし、その後、新型コロナウィル
スの影響で開発の遅れが発生
し、結果として2020年度は大
幅な加速にはならなかったが、
当初の計画に遅れることなく開
発が進んでいる。
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２．研究開発マネジメント （４）研究開発の進捗管理の妥当性 公開



２．研究開発マネジメント （３）研究開発の実施体制の妥当性
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公開

◆研究開発の実施体制

ＮＥＤＯ

東電設計

東京電力パワーグリッド

三菱総合研究所

I.日本版コネクト＆マネージ実現に向けたフィージビリティスタディ（FS）

プロジェクトリーダー（PL）
岩本 伸一
早稲田大学 名誉教授

サブプロジェクトリーダー（SPL）
奈良 宏一
茨城大学 名誉教授



２．研究開発マネジメント （３）研究開発の実施体制の妥当性
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公開

◆研究開発の実施体制

ＮＥＤＯ 東京電力パワーグリッド

東京電力ホールディングス
東京電設サービス

北海道電力ネットワーク
日立製作所

東北電力ネットワーク

電力中央研究所

テプコシステムズ

日本気象協会

伊藤忠テクノソリューションズ

東京大学

四国計測工業

II.日本版コネクト&マネージを実現する制御システムの開発

PL：岩本 伸一
早稲田大学 名誉教授

SPL：奈良 宏一
茨城大学 名誉教授
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公開

◆事業概要
２．研究開発マネジメント （３）研究開発の実施体制の妥当性

システム開発の各実施項目とその担当機関は下表のとおり。（◎：主、〇：副）



２．研究開発マネジメント （４）研究開発の進捗管理の妥当性

19

公開

◆研究開発の進捗管理
NEDOはPL及びSPLを設置し、経済産業省や電力系統に関連する機関とも緊密に連携し、最新の政策
及び技術動向を確認しながら、効果的なマネジメントを実施。

FS及びシステム開発では、外部有識者で構成される検討委員会を設置し、半年に１回程度事業全体
の進捗状況と今後の計画について報告し、助言を得て進めている。
この検討委員会においては、原課である資源エネルギー庁新エネルギー課以外にも、電力基盤整備課
や電力広域的運営推進機関（OCCTO）、送配電網協議会（2020年までは電気業連合会）等も
オブザーバとして参加し、必要に応じて助言を得ている。

出典：総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会／電力・ガス事業分科会 再生可能エネルギー大量導
入・次世代電力ネットワーク小委員会 電力ネットワークの次世代化に向けた中間とりまとめ（概要）

マスタープラン策定の進め方
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公開

◆動向・情勢の把握と対応
２．研究開発マネジメント （４）研究開発の進捗管理の妥当性

情勢 対応

再給電方式の議論がなされた（2020年12月）
（基幹系統の系統混雑時における出力制御方式を、後着電源の
抑制方式から、調整力活用および一定の順序による再給電方式に
変更するべきとの議論。）

再給電方式に対応するため、仕様の追加を行い、
システム開発を実施。

ローカル系統においてもノンファーム型接続の適用対
象とするべきとの議論がなされた。（2021年2月）

仕様を追加し、本実証の中でローカル系統におけ
るノンファーム型接続を試行的に実施、課題などの
整理を行うこととした。

経済産業省やOCCTOの各種委員会による、系統利用ルールの見直しに関する動向と情勢を
把握し、以下の対応を実施。

出典：総合エネルギー調査会 省エネルギー・新エネル
ギー分科会／電力・ガス事業分科会 再生可能エネルギー
大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（第24回）

出典：総合エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー
分科会／電力・ガス事業分科会 再生可能エネルギー大量導
入・次世代電力ネットワーク小委員会（第23回）



オープン／クローズ戦略の考え方
非競争域 競争域

公

開

・ノンファーム型接続システ
ムを実現するための要求仕
様

非
公
開

・既設システムの改修の
詳細な内容

標準化を推進

ノウハウとして
秘匿

◆知的財産権等に関する戦略、知的財産管理

本事業に参画していない一般送配電事業
者等においてもノンファーム型接続システム
展開を早期に実現するための事業であるか
ら、要求仕様等の本事業の成果は、原則
としてすべて公開。
各社の既存技術との関係が深い既設シス
テムの改修の詳細な内容等はノウハウとし
て秘匿。

21

公開

「NEDOプロジェクトにおける知財マネジメント基本方針」に基づき
知財合意書を再委託先を含む全事業者間にて取り交わし、特許を受ける権利の帰属、大学等と企業の共有特許、事
業内での実施許諾、等を規定
知財運営委員会を組織し、特許申請について審議・認定を実施

知的財産管理

２．研究開発マネジメント （５）知的財産権等に関する戦略の妥当性



発表内容

Ⅲ．研究開発成果

Ⅳ．成果の実用化・事業化に
向けた取組及び見通し

Ⅱ．研究開発マネジメント

Ⅰ．事業の位置づけ・必要性 (1)事業の目的の妥当性
(2)NEDOの事業としての妥当性

(1)研究開発目標の妥当性
(2)研究開発計画の妥当性
(3)研究開発の実施体制の妥当性
(4)研究開発の進捗管理の妥当性
(5)知的財産等に関する戦略の妥当性

(1)成果の実用化・事業化に向けた戦略
(2)成果の実用化・事業化に向けた具体的取組
(3)成果の実用化・事業化の見通し

(1)研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義
(2)成果の普及
(3)知的財産権の確保に向けた取組

22

公開



開発成果と達成度

主な内容 目標 成果 達成度

日本版コ
ネクト＆マ
ネージ実
現に向け
たフィージ
ビリティスタ
ディ
（FS）

・ノンファーム型接続システム実現のための要件が
定義されていること。また、2020年度以降、速や
かに発注ができるよう要求仕様がまとめられている
こと
・2020年度以降の具体的な実証用システム開
発規模や導入エリア、フィールド試験における実証
内容、実証スケジュールがまとめられていること
・再エネ発電事業者が精度のよい発電予測を可
能とする汎用ソフトウェアについて調査されているこ
と。また、送配電事業者の実施するサイトの需要
予測精度向上のための手法について調査されて
いること

ノンファーム型接続の導入ポテンシャルを試
算するとともに、2020年度以降に実施する
システム開発の要件を定義し、要求仕様
（必要事項及び課題）を詳細にまとめた。
2020年度以降の具体的な実証用システム
開発規模や導入エリア、フィールド試験にお
ける実証内容、実証スケジュールを詳細にま
とめた。
発電予測を可能とする汎用ソフトウェア及び
送配電事業者の実施するサイトの需要予
測精度向上のための手法について調査した。

◎

３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義 公開

◎ 大きく上回って達成、○ 達成、△ 達成見込み（中間）、☓ 未達

◆研究開発項目毎の目標と達成状況

23



開発成果と達成度

主な内容 目標 成果 達成度

日本版コ
ネクト&マ
ネージを実
現する制
御システム
の開発

・ノンファーム型接続システムについて、ノンファーム
適用系統の活用可能な空き容量に対し、ノン
ファーム発電事業者による発電を制度設計に基
づき最大限受け入れた際にも、計画通りに出力
制御を行い、適正な運用を可能とする制御方式
が確立されていること
・システム全体のコスト最小化の観点から、保守・
運用者の負担が軽減される合理的かつ効率的な
仕組みがシステムの設計に織り込まれていること
・フィールド実証に向けて、効果的かつ合理的な
検証を行うための実証計画が策定されていること

ノンファーム発電事業者の発電を最大限受
け入れた際にも、計画通りに出力制御を行
い、適正な運用を可能とする制御方式を確
立。
制度の議論に基づき、当初の計画になかっ
たローカル系統も対象範囲とし、再給電方
式も追加しつつ、シンプルで効率的なシステ
ムを開発。
合理的にフィールド実証ができるように準備を
進めた。

△
（2022年
3月に達成
見込み。達
成時には
◎。）

３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義 公開

◎ 大きく上回って達成、○ 達成、△ 達成見込み（中間）、☓ 未達

◆研究開発項目毎の目標と達成状況

24



◆プロジェクトとしての達成状況と成果の意義
・日本版コネクト＆マネージ実現に向けたフィージビリティスタディ（FS）
制度の議論の状況を確認しつつ、事業終了後に速やかにノンファーム型接続システムを社会実装するために

必要な情報を整理するとともに、配電系統のノンファーム型接続システムは、現時点では定量的に費用対効
果がないことを示した。

・日本版コネクト&マネージを実現する制御システムの開発
ノンファーム発電事業者の発電を最大限受け入れた際にも、計画通りに出力制御を行い、適正な運用を

可能とする制御方式を順調に開発中。
制度の議論において、「ローカル系統も対象とすべき」及び「再給電方式も考慮すべき」との指摘を踏まえ、

当初計画の範囲を拡大し、ローカル系統も対象とするとともに、再給電方式も盛り込むように設計を改良した
上で、システムを開発中。
また、合理的なフィールド実証ができるように、準備を進めたことで、2023年度までにノンファーム型接続シス

テムを開発し、事業終了後に速やかに社会実装できる確かな見通しが得られている。

25

公開３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義



３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義
３．１ 日本版コネクト＆マネージ実現に向けたフィージビリティスタディ（FS）

公開

◎ 大きく上回って達成、○ 達成、△ 達成見込み（中間）、☓ 未達 26

実施項目 成果 達成度
(2019年度末)

特別高圧系統における導入ポテ
ンシャル（利用可能な空き容
量）の試算

一般送配電事業者が公開している154ｋV以上の特別高圧系
統80線路を対象として、全国大でのノンファーム型接続の
導入ポテンシャルを試算した。また、一部の66kV系統にお
いても同様の試算を行った。

〇

配電系統における導入ポテン
シャル（利用可能な空き容量）
の試算

全国の配電線を対象として、ノンファーム型接続の導入ポテ
ンシャルを試算し、その結果をもとに複数のパターンでノン
ファーム型接続と設備増強のコスト比較を行った。

◎

ノンファーム型接続システム実
現のための必要事項・課題整理

ノンファーム型接続システムの開発を進めるうえで、必要と
なる運用上の課題とその対応について整理を行った。システ
ム構成とシステムフローを詳細に整理した。

◎

実証試験の内容・スケジュール
の検討

各調査結果を踏まえ、次年度以降のシステム開発規模、実施
内容、スケジュールの案をまとめた。

〇

再エネ発電出力予測ツール及び
予測精度向上に向けた取組事例
の調査

国内外で提供されている再エネ出力・需要予測のサービスと
その概要をまとめ、ノンファーム型接続等に必要となる対応
を整理した。

〇

海外におけるノンファーム型接
続事例の調査及び整理

海外におけるノンファーム型適用事例として、英国、アイル
ランドを対象として、制度・制御システム・運用について調
査し、その結果をまとめた。

〇



３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義
３．１ 日本版コネクト＆マネージ実現に向けたフィージビリティスタディ（FS）

公開
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ノンファーム適用時の導入ポテンシャルを「ノンファーム適用系統となる可能性がある線路数」と
定義。
導入ポテンシャル試算の検討対象は、各系統における年間潮流の最大値が運用容量を超
過する可能性があるものとし、上位系統と下位系統で同時にノンファームによる抑制が発生す
る場合は考慮しない。



３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義
３．１ 日本版コネクト＆マネージ実現に向けたフィージビリティスタディ（FS）

公開
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特別高圧系統：全国10社の一般送配電事業者の送電線のうち、一定の条件※を満たす
80線路を選定し、潮流推定が困難な9線路を除く71線路について分析。その結果、71線
路のうち53線路（約75％）においてノンファーム型接続が適していると整理した。
配電系統：全国において、ノンファーム適用対象となる候補の線路数は50本であり、ノン
ファーム型接続を適用した場合、約34,000MWh 抑制（抑制率 約12%）の条件で約
226MWの電源を連系することが可能。

※全国154kV以上の特別高圧送電線で、送電線潮流実績が公開されており、空き容量マッピングで空き容量が無い等

＜電源種ごとの連系電圧のイメージ＞

出典：第１回 広域連系系統のマスタープラン及び系統利用ルールの在り方等に関する検討委員会 資料3



３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義
３．１ 日本版コネクト＆マネージ実現に向けたフィージビリティスタディ（FS）

公開
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【配電系統のコスト比較①】＜キャッシュアウトが発生した年にコストを計上する考え方＞
配電系統におけるノンファーム型接続の導入ポテンシャル試算結果をもとに、系統増強コストとノンファーム
型接続のコスト比較を実施。
系統増強コストは、毎年対象配電線が新たに生じるため、その分のイニシャルコストを毎年計上。
ノンファーム型接続コストは、ノンファーム型接続システム導入年にイニシャルコストを計上し、その後リプ
レース毎に同様に計上し、毎年増加する対象配電線にたいして運用費用を計上。出力抑制コストは、
再エネの運用期間を20年と想定し、その期間に生じる抑制コストを導入年に全て計上。



３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義
３．１ 日本版コネクト＆マネージ実現に向けたフィージビリティスタディ（FS）

公開
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【配電系統のコスト比較①】 ＜キャッシュアウトが発生した年にコストを計上する考え方＞
2019年から2038年の各年の系統増強コスト（負の値）とノンファームコスト（正の値の積算値）を表
している。20年間でのコストを比較すると、ノンファーム型接続を適用するよりも、系統増強の方がコストは
低いという結果になった。
ただし、現時点の情報及び想定に基づいたものであり、蓄電池・ヒートポンプのフレキシビリティとしての活
用による抑制回避等、今後の情勢の変化により、将来的にコスト試算が変わる可能性はある。
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３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義
３．１ 日本版コネクト＆マネージ実現に向けたフィージビリティスタディ（FS）

公開

31

【配電系統のコスト比較②】 ＜設備の耐用年数を考慮した考え方＞
「キャッシュアウトが発生した年にコストを計上する考え方」とは別の考え方でも、系統増強コストとノン
ファーム型接続のコスト比較を実施。
系統増強コストは設備ごとの耐用年数で案分したコストを毎年計上。
ノンファームシステムコストは、サーバ等のコストを案分し、ノンファームシステム設備構築コストは設備を耐
用年数で案分したものを計上。毎年対象配電線が増加するため、コストも年々増加。出力抑制コストは、
各年に発生する出力抑制コストを計上。なお、ノンファームシステム設備構築コスト及び出力抑制コスト
は毎年対象配電線が増加するため、年々増加する。



３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義
３．１ 日本版コネクト＆マネージ実現に向けたフィージビリティスタディ（FS）

公開
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【配電系統のコスト比較②】 ＜設備の耐用年数を考慮した考え方＞
2019年から2038年の各年の系統増強コスト（負の値）とノンファームコスト（正の値の積算値）を表
している。20年間でのコストを比較すると、この考え方においてもノンファーム型接続を適用するよりも、系
統増強の方がコストは低いという結果になった。
ただし、現時点の情報及び想定に基づいたものであり、今後の情勢の変化により、将来的にコスト試算が
変わる可能性はある。



３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義
３．１ 日本版コネクト＆マネージ実現に向けたフィージビリティスタディ（FS）

公開

33

特別高圧系統におけるノンファーム型接続システムのイメージを具体化した。中核となる出力抑制システム
は、既存のシステムと連系しつつ、『需給制約』、『系統制約』、『出力制御』の３つのサブシステムに整理。
混雑予想は、１日48断面（24時間を30分ごと）について、それぞれ実需給前の3つのタイミング（①前
日15～17時、②5時間前、③ゲートクローズ（GC）後)で行い、混雑予測を元に出力制御による混雑
処理を実施。



３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義
３．１ 日本版コネクト＆マネージ実現に向けたフィージビリティスタディ（FS）

公開

34

システム実現のための必要事項・課題整理の検討を踏まえ、次年度以降のシステム開発規模、実証エリ
ア、実証内容、実証スケジュールについて整理した。



３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

３．２ 日本版コネクト&マネージを実現する制御システムの開発

公開

◎ 大きく上回って達成、○ 達成、△ 一部達成、☓ 未達
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実施項目 中間目標 成果 達成度

①ロジック検討 ノンファーム適用系統において、状
態推定ロジック、潮流断面作成ロ
ジック等のロジックを確立し、シス
テムに反映する。
また、将来の制度動向に対応したロ
ジック検討を行う。

システム開発に必要となる潮流想定
ロジック、OPFによる混雑処理ロ
ジックを確立し、システム仕様へ反
映した。
また、将来のシステム運用下での系
統制御ロジックを考慮した需給運用
モデルを検討・検証中。

△
(2022年3月
達成予定)

②特別高圧発電設
備向け制御値伝送
仕様とそのセキュ
リティ対策の検討

伝送仕様をまとめる。また、同仕様
に基づく伝送に対するセキュリティ
リスクを想定し、その対策を示す。

IEC61850に基づく伝送仕様をまと
め、事業者のウェブサイトに公開し
た。(2021年9月)
現在、セキュリティに対して評価を
実施中。

△
(2022年3月
達成予定)

③仕様検討 2020年度中にシステムを構成する
各サブシステムの要件定義・基本仕
様検討を完了する。

特別高圧系統（基幹系統～ローカル
系統）を対象として、ノンファーム
型接続を実現するシステム仕様を取
りまとめた。
さらに、追加の再給電方式のシステ
ム仕様も取りまとめた。

◎

④システム開発 2021年度中に各サブシステムの詳
細仕様の検討および機能仕様書の作
成を完了する

システム仕様をもとに詳細仕様の検
討・機能仕様書の作成を完了予定。

△
(2022年3月
達成予定)



３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義
３．２ 日本版コネクト&マネージを実現する制御システムの開発

公開
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FSで検討した概略スケジュールを具体化し、以下のスケジュールで各項目を実施
2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

（１）本体システム開発

【ノンファーム方式・再給電方式】
ロジック検討
要件定義・仕様書作成

システム設計・製作

（将来）ロジック検討

伝送仕様

（２）既設システム改修

【ノンファーム方式】
(給電システム、中給システム、託送システムなど）

【再給電方式】中給システム

（３）ローカル予測

（４）セキュリティ評価

（５）フィールド実証

（６）海外動向調査

ロジック検討・要件定義・仕様書作成（ノンファーム方式）

システム設計

総合試験・検査

据付・対向試験・総合試験
試験系運用・チューニング

フィールド実証

仕様検討

システム改修

オンライン対向 対向試験

システム改修

仕様検討

ロジック検討・要件定義・仕様書作成（再給電高度化）

実施調整・実証設備構築実証・評価方法検討

調査 評価

ペネトレーションテストリスク評価・仕様検討 評価

仕様検討 実装支援 評価

基礎検討 モデル検討・拡張検討 評価・検証

評価手法検討・評価
調査・事前評価・ﾃﾞｰﾀ検討

測定器設置
データ取得・分析



３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義
３．２ 日本版コネクト&マネージを実現する制御システムの開発

公開
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FSで検討した『需給制約』、『系統制約』、『出力制御配信』の３つのサブシステムで構成される日本版
コネクト＆マネジメントシステムを具体的に設計。



３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義
３．２ 日本版コネクト&マネージを実現する制御システムの開発

公開

再給電方式の追加に伴い、赤枠部分を拡張。
制度の議論と研究開発に齟齬がないように、第54回広域系統整備委員会（2021年6月）において、
事業事業者から最新の状況及び今後の計画を紹介。
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３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義
３．２ 日本版コネクト&マネージを実現する制御システムの開発

公開
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IEC61850に基づくPCS技術仕様（伝送仕様含む）を東京電力PGのウェブサイトで公開済み
（2021年9月）。
【本文】出力制御機能付きPCS(66kV以上)技術仕様書
【別紙】ノンファーム型接続電源への伝送仕様案



◆成果の普及

2019 2020 2021 2022 2023 計

学会発表、論文
（査読付）

0
（0）

2
（0）

2
（0） - - 4

（0）

講演、その他 0 11 2 - - 13

３．研究開発成果 （２）成果の普及 公開

※2021年8月30日現在
40

機密性の高い情報の取り扱い等を考慮しつつ、学会発表を実施。また、電力広域的運営
推進機関の広域系統整備委員会等で積極的に情報発信を実施。
速やかな成果普及の観点から、実施事業者のウェブサイトでも技術仕様書等を公開。



３．研究開発成果 （３）知的財産権等の確保に向けた取組

2019 2020 2021 2022 2023 計

特許出願（うち外国出願） 0 0 0 - - 0

◆知的財産権の確保に向けた取組

公開

41
※2021年8月30日現在

知的財産権等に関する戦略のとおり、国内において早期にノンファーム型接続システムを実現
するため、本事業の成果は原則として特許化せずに、一般公開する。



発表内容

Ⅲ．研究開発成果

Ⅳ．成果の実用化・事業化に
向けた取組及び見通し

Ⅱ．研究開発マネジメント

Ⅰ．事業の位置づけ・必要性 (1)事業の目的の妥当性
(2)NEDOの事業としての妥当性

(1)研究開発目標の妥当性
(2)研究開発計画の妥当性
(3)研究開発の実施体制の妥当性
(4)研究開発の進捗管理の妥当性
(5)知的財産等に関する戦略の妥当性

(1)成果の実用化・事業化に向けた戦略
(2)成果の実用化・事業化に向けた具体的取組
(3)成果の実用化・事業化の見通し

(1)研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義
(2)成果の普及
(3)知的財産権の確保に向けた取組

公開
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４．成果の実用化・事業化に向けての取組及び見通し

◆本プロジェクトにおける「実用化・事業化」の考え方

◆実用化・事業化の定義
当該研究開発に係る試作品、サービス等の社会的利用(顧客への提供等)が開始され

ることであり、さらに、当該研究開発に係る商品、製品、サービス等の販売や利用により、企
業活動(売り上げ等)及び再生可能エネルギーの導入拡大に貢献することをいう。

公開

ノンファーム型接続のシステムは、エネルギー政策に基づき、早期に社会実装すべきである
ものの、実装し運営する一般送配電事業者の利益にはなりにくいものであるため、波及効
果である再生可能エネルギーの導入拡大に貢献することまでを事業化の定義に含めた。

設定理由
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４．成果の実用化・事業化に向けての取組及び見通し 公開
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2021年10月第6次エネルギー基本計画において、2030年度の総発電電力量のうち再生可能エネル
ギーの割合が22～24％から、36～38％とする野心的な見通しが示された。
再エネの主力電源化を実現するための、具体的な取組の１つに、「系統制約の克服」が示され、「ノン
ファーム型接続をローカル系統まで拡大」と明記。

出典：経済産業省ウェブサイト



４．成果の実用化・事業化に向けての取組及び見通し 公開
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経済産業省の電力ネットワークの次世代化に向けた中間とりまとめ（2021年9月）の「電力ネットワーク
の次世代化に向けたロードマップ」にNEDO事業終了後（2024年～）に社会実装されることが示され
ている。

出典：総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会／電力・ガス事業分科会 再生可能エネルギー大量導
入・次世代電力ネットワーク小委員会 電力ネットワークの次世代化に向けた中間とりまとめ（概要）



４．成果の実用化・事業化に向けての取組及び見通し 公開

46

ノンファーム接続システムの開発完了（2023年度）に先立って、2021年1月からノンファーム接続の接
続契約締結が開始された。また、2024年度以降で計画されている物理的な接続開始も可能な限り前
倒しする方針が示されている。
本成果が、2024年度以降に実用化・事業化される確かな見通しがある。

出典：総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会／電力・ガス事業分科会 再生可能エネルギー大量導
入・次世代電力ネットワーク小委員会 電力ネットワークの次世代化に向けた中間とりまとめ（概要）


